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給食業務委託契約書

給食業務について発注者「福島県」を甲とし、受注者 「○○○○○○」 を乙として

次の条項に定めるところにより契約を締結する。

第１条 この契約における給食業務（以下「給食」という。）とは、別に定める給食業務仕様

書に従って実施される、福島県県中児童相談所（以下「児童相談所」という。）におけ

る一時保護児童及び指導職員等の給食における技術提供をいう。

第２条 乙は、この契約に基づく給食が甲の行う児童の一時保護の一環を担う業務であること

を認識し、保健衛生及び栄養の確保に万全の意を用いなければならない。

第３条 本契約の期間は、令和６年４月１日より令和７年３月３１日までとする。

第４条 甲は、乙に対して本業務委託の対価として委託料年額 円（うち、

消費税及び地方消費税の額 円）を支払うものとし、その支払い方法は

次の月額によるものとする。

月額 円

（うち、消費税及び地方消費税の額 円）

ただし、給食を提供しない日がある場合には、本条に定める月額から、１日当たり次

の金額を減額するものとし、請求書に積算を明示するものとする。

日額 円（消費税込み））

２ 契約保証金は、 円とする。

３ 乙は、当月分の受託業務について甲の履行確認を受けた後、当月分の委託料について

翌月１５日までに甲に請求書を提出するものとし、甲は、請求書を受理した日から３０

日以内に支払うものとする。

第５条 甲は、正当な理由なく前条第２項の期間内に契約金額の全部又は一部を支払うことが

できないときは、期間満了の日の翌日から支払いをする日までの日数に応じて当該未払

代金に対して年２．５％の割合で計算した額（１００円未満の端数は切り捨てる。）を

支払うものとする。

第６条 甲は、乙に対し、給食を行うのに必要な施設、備品、器具等を無償で使用させるもの

とする。

第７条 乙は、前条の規定による施設、備品、器具等を善良なる管理者の注意を持って使用し、

清潔の保持、整理整頓、火災防止について責任を負うものとする。

２ 乙は、前項の規定によって借用した施設、備品、器具等を故意又は重大な過失によっ

て減失又は損壊したときは、その実費を甲に弁償するものとする。

第８条 乙は、第６条の規定によって使用する施設、備品、器具等を改造又は変更することが

できない。ただし、甲の承認を受けたときはこの限りではない。

２ 乙は、前項の規定により承認を受けた施設、備品、器具等を改造又は変更するための

費用及び契約期間が満了したとき又は契約を解除するときに現状に復帰するための費用

をすべて負担するものとする。
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第９条 乙は、第４条に規定する委託料を次の各号に掲げる経費に充当するものとする。

一 乙の従業員の人件費及びこれに伴う労務費

二 乙の従業員の保健衛生費

三 乙の従業員の被服費

四 電話、事務用品、官公庁等手続き及び一般管理費

第１０条 甲は、次の各号に掲げる経費を負担するものとする。

一 給食施設（厨房、休憩室、食品庫、専用便所等）の維持費

二 備品、器具等設備の補修費

三 電気、ガス、水道等の光熱水費

四 給食のために必要とする消耗品費

五 給食に必要な賄材料費

第１１条 乙は、給食のために乙の雇用する従業員を配置するものとする。

２ 配置する人数については、給食に支障を生じない人数とする。

３ 乙は、給食のための従業員を配置したときは、速やかにその氏名、年齢、住所等を文

書により甲に通知するものとし、その配置替えをしたときも同様とする。

第１２条 甲は、乙の配置した従業員が給食を行うことについて不適当であると認めたときは、

乙と協議のうえで必要な措置をとるものとする。

第１３条 乙は、朝食、昼食、夕食を毎日給食するものとする。

第１４条 乙は、給食を実施するについての予定献立表を作成するものとし、１週分をその前

週の金曜日の正午までに甲に提出し、承認を受けるものとする。

２ 乙は、前項の規定により承認を受けた予定献立表に基づいて毎日の給食を行うものと

する。

３ 甲又は乙がやむを得ない事由によって予定献立表の内容を変更しようとするときは、

甲、乙協議のうえ適切に対処するものとする。

４ 甲は、保健衛生上必要と認めるときは、乙の了承を得て、原材料及び食品保管庫等の

検査ができるものとする。

第１５条 乙が行う給食は、概ね次の時間に喫食できるように業務を行わなければならない。

朝食 午前 ７時１０分

昼食 午後１２時１０分

夕食 午後 ５時５０分

第１６条 乙が給食を行うときの給食材料費は、両者の協議により、次の基準によるものとす

る。

朝食 １食当たり 円（消費税込み）

昼食 １食当たり 円（消費税込み）

夕食 １食当たり 円（消費税込み）

２ 前項に規定する金額については、経済情勢その他の事由により給食が困難となったと

きには、甲、乙協議して変更することができる。

３ 甲は、給食に要する給食材料費を乙に支払うものとする。

４ 乙は、当月初日から末日までの給食材料費について翌月１５日までに甲に請求書を提

出するものとし、甲は、請求書を受理した日から３０日以内に支払うものとする。
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５ 本契約に定める給食材料費については、児童相談所に勤務する職員から注文のあった

それぞれの給食について準用するものとする。

第１７条 乙が給食を行う為に使用する主な食材料については放射性物質検査を行う。

２ 検査については甲が実施するが、乙は甲が指定する検査用食材料について、その提供

を行う。

３ 甲は乙に対し、提供された食材料の費用を支払うものとする。

第１８条 乙は、甲の指示する給食以外の調理給食を行ってはならない。

第１９条 乙は、給食の食事数については、甲の通知によって行うものとする。

２ 甲は、前項に規定する食事数の通知については、給食業務仕様書に定める乙の従業員

の勤務時間に対する十分な配慮をもって行うものとし、乙は、誠意をもってこれに対応

するものとする。

第２０条 乙は、乙の従業員が給食を行うための安全及び衛生については、その責任において

万全を期するものとする。

２ 乙は、労働基準法及び衛生関係法令を尊守するとともに、関係機関の指導及び検査、

診断については、これを受けてその指示に従わなければならない。

第２１条 乙は、乙の従業員を児童相談所内において給食に従事させるときは、次の各号に掲

げる事項について、責任を持って励行させるものとする。

一 給食に専念し、甲の一時保護業務に支障が生じないようにすること。

二 甲の業務が児童の一時保護であることを認識し、児童の人権に関して良識ある言

動をとること。

第２２条 乙は、給食を行うために個人情報を取り扱うに当たっては、別記「個人情報取扱特

記事項」を守らなければならない。

第２３条 乙は、給食に由来する食中毒又は法定伝染病が発生したときは、速やかに甲に通知

するものとする。

２ 甲は、前項の規定による通知があったときは、乙及び関係官公庁と連絡協議して、保

健福祉事務所等の指導に従って速やかに必要な措置をとるものとする。

３ 乙の重大な過失によって給食に由来する食中毒又は法定伝染病が発生したときは、乙

は誠意をもって賠償の責に任ずるものとする。この場合、その原因等については関係官

公庁の判断に基づくものとする。

第２４条 乙は、この契約によって生じる権利又は義務を、甲の承諾なしに、譲渡し、継承さ

せ、又は担保に供してはならない。

第２５条 乙は、この契約による給食を第三者に請け負わせ又は委託してはならない。

第２６条 甲又は乙が、契約期間中においてこの契約の解約をし又はこの契約内容の一部もし

くは全部を改訂しようとするときは、１か月前に相手方に申し出て、甲、乙双方が誠

意をもって協議して決定するものとする。

第２７条 甲は、次の各号のいずれかに該当するときは、契約の全部又は一部を解除すること

ができる。

一 乙又はその代理人若しくは使用人等に不正の行為があったとき。

二 履行期限までに委託業務が完了しないとき又は委託業務を完了する見込みがないと

認められるとき。

三 乙が第２３条の規定に違反したとき。
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四 乙が次のいずれかに該当するとき。

ア 役員等（乙が個人である場合にはその者その他経営に実質的に関与している者を、

乙が法人である場合にはその役員、その支店又は常時契約を締結する事務所の代表

者その他経営に実質的に関与している者をいう。以下この号において同じ。）が、

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第２号に規定する暴力団（以下この条ににおいて「暴力団」という。）又は同条第

６号に規定する暴力団員（以下この条において「暴力団員」という。）であると認

められるとき。

イ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしていると認められる

とき。

ウ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するな

ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると

認められるとき。

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するな

どしていると認められるとき。

オ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認

められるとき。

カ 下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方がアか

らオまでのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認め

られるとき。

キ 乙が、アからオまでのいずれかに該当する者を下請契約又は資材、原材料の購入

契約その他の契約の相手方としていた場合（カに該当する場合を除く。）に、甲が

乙に対して当該契約の解除を求め、乙がこれに従わなかったとき。

五 乙が暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる者若しくは社

会的非難関係者（福島県暴力団排除条例施行規則（平成23年福島県公安委員会規則第

５号）第４条各号に該当する者）に契約代金債権を譲渡したとき。

六 前五号のいずれかに該当する場合を除く他、この契約に違反し、その違反によって

契約の目的を達成することができないと甲が認めるとき。

第２８条 次の各号のいずれかに該当する場合においては、乙は違約金として契約金額又は

契約解除部分相当額の10分の１を甲に納付しなければならない。又、契約解除によ

り甲に損害を及ぼしたときは、甲が算定する損害額を乙は甲に納付しなければなら

ない。ただし、天災地変、不可抗力等乙の責めに帰すことのできない事由による解

除の場合は、この限りでない。

一 前条の規定によりこの契約の全部又は一部が解除された場合

二 乙がその債務の履行を拒否し、又は、乙の責めに帰すべき事由によって乙の債務

について履行不能となった場合

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第二号に該当する場合とみ

なす。

一 乙について破産手続開始の決定があった場合において、破産法（平成16年法律第7
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5号）の規定により選任された破産管財人

二 乙について更生手続開始の決定があった場合において、会社更生法（平成14年法

律第154号）の規定により選任された管財人

三 乙について再生手続開始の決定があった場合において、民事再生法（平成11年法

律第225号）の規定により選任された再生債務者等

第２９条 甲は、この契約に関し乙が次の各号のいずれかに該当するときは、契約の解除をす

るか否かを問わず、賠償金として、契約金額の10分の2に相当する額を請求し、乙はこ

れを納付しなければならない。

ただし、第１号又は第２号のうち命令の対象となる行為が私的独占の禁止及び公正

取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）

第２条第９項の規定に基づく不公正な取引方法（昭和５７年公正取引委員会告示第１

５号）第６項で規定する不当廉売に当たる場合その他甲が特に認める場合はこの限り

でない。

一 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとして、独占禁止法第４９条の規定によ

る排除措置命令を行い、当該排除措置命令が確定したとき。

二 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとして、独占禁止法第６２条第１項の規

定による課徴金の納付命令を行い、当該納付命令が確定したとき。

三 乙（乙が法人の場合にあっては、その役員又はその使用人）に対し、刑法（明治

４０年法律第４５号）第９６条の６の規定による刑が確定したとき。

２ 前項の規定は、この契約の履行が完了した後においても適用するものとする。

なお、甲が受けた損害額が前項の規定により計算した賠償金の額を超える場合におい

て、甲は、その超過分に対して賠償を請求することができるものとし、乙はこれに応じ

なければならない。

第３０条 甲及び乙は、この契約に規定されていない事項又はこの契約の条項についての疑義

については、甲、乙双方が誠意を持って協議し決定するものとする。

２ 甲乙双方が協議し決定した事項については、覚書２通を作成し、相互に確認し、甲乙

双方がそれぞれ１通を保有するものとする。

第３１条 前条の規定による協議が整わない場合の他、この契約に関する一切の紛争に関して

は甲の所在地を管轄する裁判所を管轄裁判所とする。

第３２条 この契約の有効期間は令和６年４月１日から令和７年３月３１日までとする。

上記契約の証として本書２通を作成し、当事者記名押印の上、それぞれ１通を保有する。

令和 年 月 日

甲 住所 福島県郡山市富田町字町田３番地
氏名 福島県

福島県県中児童相談所
所 長

乙 住所
氏名
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